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観光振興事業費補助金交付要綱（FAST TRAVEL 推進支援事業、公共交通利用環境の革新等事業、インバウンド受入環
境整備高度化事業、歴史的観光資源高質化支援事業、観光地域振興無電柱化推進事業、先進的なサイクリング環境整
備事業、外国人旅行者向け免税店支援事業、地方誘客促進に向けたインバウンド安全・安心対策推進事業、観光二次
交通高度化事業） 

 
平成３０年３月２８日 国 総 支 第 ６ １ 号 

国鉄総第３２４号 
国自旅第２９３号 
国海内第１８６号 
国港総第５９６号 
国空事第１０７１号 
国空業第１６４号 
観 参 第 ２ ９ ３ 号 

平成３１年４月２日 国 総 事 第 ９ ６ 号 
国 総 支 第 ５ ３ 号 
国都街第１２１号 
国都景歴第１１６号 
国道総第５２９号 
国 道 企 第 ９ ３ 号 
国住市第１２９号 
国鉄総第４２６号 
国鉄都第１９９号 
国鉄事第３９１号 
国鉄施第３１４号 
国自旅第３１４号 
国海内第２４９号 
国海外第４１３号 
国港総第６９８号 
国空事第１７４４号 
国官参空第８２号 
観 参 第 ８ １ ７ 号 
国官総第３８５号 

令和２年３月３１日 国 総 地 第 ６ ７ 号 
国 総 モ 第 ２ ６ 号 
国総物第６９０号 
国 総 事 第 ７ ７ 号 
国都街第１０６号 
国都景歴第９９号 
国道総第４６９号 
国道企第１０８号 
国住市第１０４号 
国鉄総第４６７号 
国鉄都第２２６号 
国鉄事第４３４号 
国鉄施第３１５号 
国自旅第３０１号 
国海内第１１９号 
国海外第２７７号 
国港総第６８１号 
国官参空第９９号 
観参第１２２８号 
国官総第２５１号 

令和２年１１月５日 国 総 地 第 ７ ５ 号 
国 総 モ 第 ７ ３ 号 
国総物第１２５号 
国 総 事 第 ３ １ 号 
国 都 街 第 ７ ５ 号 
国都景歴第６２号 
国道総第２３０号 
国 道 企 第 ６ ５ 号 
国 住 市 第 ７ ８ 号 
国鉄総第２６９号 
国鉄都第１１８号 
国鉄事第３１０号 
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国鉄施第２０５号 
国自旅第２５９号 
国海内第１７１号 
国海外第１７２号 
国港総第４００号 
国空総第６６１号 
観 参 第 ７ ７ ８ 号 
国官総第１２１号 

令和３年３月２４日 国総地第１０８号 
国 総 モ 第 ９ ８ 号 
国総物第１５９号 
国 総 事 第 ６ ７ 号 
国都街第１２３号 
国都景歴第１０３号 
国道総第４７１号 
国道企第１１３号 
国住市第１３５号 
国鉄総第４４１号 
国鉄都第２１９号 
国鉄事第７３２号 
国鉄施第４３８号 
国自旅第４６３号 
国海内第２１９号 
国海外第３０７号 
国港総第７０９号 
国空総第１１２２号 
観参第１ １４８号 
国官総第 ２０４号 

令和４年３月２２日 国 総 地 第 ７ ７ 号 
国 総 モ 第 ９ ６ 号 
国 総 物 第 ８ ９ 号 
国 総 事 第 ７ ７ 号 
国都景歴第８０号 
国道総第５１２号 
国道企第１１０号 
国 住 市 第 ７ ３ 号 
国鉄総第４２９号 
国鉄都第１９６号 
国鉄事第６９０号 
国鉄施第３３９号 
国自旅第５２６号 
国海内第２９９号 
国海外第４１４号 
国港総第６７５号 
国空総第１１８８号 
観 参 第 ７ ２ ９ 号 
国官総第１５８号 

令和５年３月３１日 国総地第１１６号 
国総モ第１１８号 
国総物第１０２号 
国総事第１１７号 
国都景歴第１８９号 
国道総第６１７号 
国道企第１２６号 
国鉄総第５１２号 
国鉄都第２４４号 
国鉄事第８７７号 
国鉄施第３５８号 
国自旅第５５３号 
国海内第２５６号 
国海外第４５７号 
国港総第７５１号 
国空総第１３２７号 
観 参 第 ７ ８ ８ 号 
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国官総第２３４号 
令和 6 年 6 月 21 日 国 総 地 第 ８ ６ 号 

国 総 モ 第 ２ ８ 号 
国 総 公 第 ３ ２ 号 
国都公景第５２号 
国道総第１０５号 
国 道 企 第 ４ ８ 号 
国鉄総第１０１号 
国 鉄 都 第 ８ ６ 号 
国鉄事第１８９号 
国 鉄 施 第 ５ ０ 号 
国 自 物 第 ７ ９ 号 
国 自 旅 第 １０６号 
国 海 内 第 ５ ２ 号 
国海外第１３９号 
国港総第１９８号 
国 空 総 第 ２４３号 
観 参 第 １ ６ ８ 号 
国 官 総 第 ３ ５ 号 

令和７年３月３１日 国総地第２１９号 
国総モ第１０１号 
国総公第１２６号 
国都公景第２８１号 
国道総第６５０号 
国道企第１３１号 
国鉄総第５５３号 
国鉄都第２２５号 
国鉄事第６２７号 
国鉄施第３０１号 
国自物第６９３号 
国自旅第３４２号 
国海内第２８７号 
国海外第７３７号 
国港総第７７８号 
国 空 総 第 １ １ ２ ２ 号 
観 観 戦 第 ７ ２ 号 
観 参 第 ７ ４ ０ 号 
国官総第３２１号 

 
※本資料は、令和７年度 インバウンド受入環境整備高度化事業 の抜粋版となります。 
 
目次 
第１章 共通事項（第１条－第３条） 
第２章 FAST TRAVEL 推進支援事業（第４条－第２５条） 
第４章 インバウンド受入環境整備高度化事業（第３０条－第３５条） 

 
第１章 共通事項 
 
（通則） 
第１条 観光振興事業費補助金（FAST TRAVEL 推進支援事業、公共交通利用環境の革新等事業、インバウンド受入環境
整備高度化事業、歴史的観光資源高質化支援事業、観光地域振興無電柱化推進事業、先進的なサイクリング環境整
備事業、外国人旅行者向け免税店支援事業、地方誘客促進に向けたインバウンド安全・安心対策推進事業、観光二
次交通高度化事業）（以下「補助金」という。）の交付については、予算の範囲内において交付するものとし、補
助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）及び補
助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」とい
う。）の定めによるほか、この要綱の定めるところによる。 

 
（目的） 
第２条 この補助金は、「観光先進国」の実現に向けて、ストレスフリーで快適に旅行できる環境の整備を図るため、
以下に掲げる事業を対象として補助金の交付を行うことにより、旅行環境整備を行うための対策を促進することを
目的とする。 
一 世界最高水準の空港利用者サービスを提供するため、先端技術の活用等により、旅客が行う諸手続きや空港内
の動線を一気通貫で高度化する事業（以下「FAST TRAVEL 推進支援事業」という。） 
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二 我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から、訪日外国人旅行者の来訪が特に多い又はその見込みがある市
区町村に係る観光地（以下「特定観光地」という。）に至るまでの公共交通事業者等の事業に係る交通サービス
（外国人観光旅客の来訪の促進等による国際観光の振興に関する法律（平成９年法律第９１号）第８条第１項に
より観光庁長官が指定した区間に係るもの及びこれと一体となって利用環境を刷新することが効果的と考えられ
るものに限る。）の利用環境を刷新するため、訪日外国人旅行者のニーズが特に高い取組等を一体的に進める事
業又は利用者にとっての最適経路による移動手段と観光サービスを一括して提供することで特定観光地における
周遊を促す事業（以下「公共交通利用環境の革新等事業」という。） 

三 特定観光地における訪日外国人旅行者の周遊の促進及び消費の拡大を図るため、公共交通機関の駅等から個々
の観光スポットに至るまでの散策エリアにおける「まちあるき」や広域的な周遊に係る環境整備を面的に進める
事業（以下「インバウンド受入環境整備高度化事業」という。） 

四 特定観光地における観光の核となる歴史的建造物を含めた歴史的なまちなみ全体の質を向上させる事業（以下
「歴史的観光資源高質化支援事業」という。） 

五 観光による地域振興に向けた無電柱化の推進を図るため、電線管理者が実施する無電柱化等を支援する事業（以
下「観光地域振興無電柱化推進事業」という。） 

六 特定観光地と連携したサイクルツーリズムの推進を図るため、訪日外国人旅行者に対応したサイクリング環境
の整備を支援する事業（以下「先進的なサイクリング環境整備事業」という。） 

七 外国人旅行者向け免税制度の「リファンド方式」移行に伴い、必要となるシステム改修費用を支援する事業（以
下「外国人旅行者向け免税店支援事業」という。） 

八 訪日外国人旅行者が我が国を安心して旅行できる環境を整備するため、訪日外国人旅行者の受入れに関し一定
の体制を整えている地域又は訪日外国人旅行者の誘致等、観光振興に意欲を有する地域において、災害、急病等
の非常時における訪日外国人旅行者の安全・安心対策の推進を図る事業（以下「地方誘客促進に向けたインバウ
ンド安全・安心対策推進事業」という。） 

九 訪日外国人旅行者の周遊の促進を図るため、観光地における二次交通の充実に資する取組を支援する事業（以
下「観光二次交通高度化事業」という。） 

 
（定義） 
第３条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

一 「公共交通事業者等」とは、次に掲げる者をいう。 
イ 鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）による鉄道事業者（旅客の運送を行うもの及び旅客の運送を行う鉄

道事業者に鉄道施設を譲渡し、又は使用させるものに限る。）及び索道事業者並びに索道施設を所有する者 
ロ 軌道法（大正１０年法律第７６号）による軌道経営者（旅客の運送を行うものに限る。） 
ハ 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）による一般乗合旅客自動車運送事業者、一般貸切旅客自動車運送

事業者、一般乗用旅客自動車運送事業者及び自家用有償旅客運送者（道路運送法施行規則第４９条第１号に定
める市町村運営有償運送（「市町村運営有償運送の登録に関する処理方針について」（平成１８年９月１５日
付け国自旅第１４１号）１①に定める「交通空白輸送」に限る。）若しくは同条第２号に定める交通空白地有
償運送であって乗合旅客の運送に係るものに限る。）並びにこれらの者に車両を貸与する者 

ニ 道路運送法第８０条第１項の許可を受けた者 
ホ 自動車ターミナル法（昭和３４年法律第１３６号）によるバスターミナル事業を営む者 
へ タクシー業務適正化特別措置法（昭和４５年法律第７５号）による適正化事業実施機関 
ト 超小型モビリティの導入を行う地方公共団体（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１条の３に定める

都道府県、市町村又は特別区）、民間事業者（法人格を有するものに限る。）又は地方公共団体、民間事業者等
により構成される協議会 

チ 海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条第５項に規定する一般旅客定期航路事業を営む者、同項に
規定する対外旅客定期航路事業（本邦以外の地域の各港間に航路を定めて行うものを除く。）を営む者、同条
第９項に規定する旅客不定期航路事業を営む者及び同項に規定する一般不定期航路事業（本邦の港と本邦以外
の地域の港との間又は本邦以外の地域の各港間におけるものを除く。）を営む者並びにこれらの者に船舶を貸
与する者 

リ 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第５項第７号に規定する旅客施設を設置し又は管理する者 
ヌ 関係する地方公共団体（港務局を含む。）、地方整備局、北海道開発局若しくは沖縄総合事務局、訪日外国人

旅行者を含む利用者の移動を円滑に行うための二次交通の実情、その利用促進の取組に精通する者等によって
構成される協議会及び港湾管理者が港湾施設の管理等を適正かつ確実に行うことができると認めた団体 

ル 航空法（昭和２７年法律第２３１号）による本邦航空運送事業者 
ヲ 航空旅客ターミナル施設を設置し又は管理する者 
ワ 空港法（昭和３１年法律第８０号）第１４条第１項に規定する協議会 
カ 港湾又は空港の利用促進に取り組む地方公共団体（港務局を含む。） 
ヨ シェアサイクルやマイクロモビリティの貸出拠点を設置し、又は管理する者 
タ 手ぶら観光カウンターを設置し、又は管理する者（国土交通省が手ぶら観光共通ロゴマーク掲出の認定をし

た、又は認定する見込みがあるものに限る。） 
レ 上記の者で構成される団体 

二 市区町村とは、市町村及び特別区をいう。 
三 観光拠点施設とは、訪日外国人旅行者が特定観光地の情報収集及び周遊の拠点として活用することを目的とし
て来訪する施設をいう。 

四 「宿泊事業者」とは、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項に規定する許可を受けた者をいう。
ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第６項に規定
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する店舗型性風俗特殊営業を営む者を除く。 
 
第２章 FAST TRAVEL 推進支援事業 
 
（事業実施計画の策定） 
第４条 FAST TRAVEL 推進支援事業の実施に当たっては、地方整備局、北海道開発局、地方運輸局、神戸運輸監理部、
地方航空局、沖縄総合事務局、関係省庁地方支分部局、都道府県及び関係事業者団体等を構成員とする地方ブロッ
ク毎に設置される会議（以下「観光ビジョン推進地方ブロック戦略会議」という。）において、訪日外国人を受け入
れる上での現状と課題、必要な施策を実施するための計画（以下「事業実施計画」という。）を策定し、当該計画を
国土交通大臣（以下「大臣」という。）に提出しなければならない。 

２ 前項の事業実施計画においては、次に掲げる事項を記載しなければならない。 
一 地方ブロックにおけるインバウンドを含む観光の現状（地方ブロック内の訪日外国人旅行者数、外国人延べ宿
泊者数等を含む。）と課題 

二 地方ブロックにおけるインバウンドを含む観光の見込み、新たな交通網の形成等 
三 地方ブロックにおいて推進する観光施策 
四 前号の観光施策を効果的に推進するため、実施しようとする事業 
五 前号の事業の達成状況を図るための指標及び当該指標の目標 

３ 大臣は、提出された事業実施計画に対して、必要に応じ、次に掲げる観点から助言した上で、国土交通省のホー
ムページにおいて公表するものとする。 
一 事業実施計画が政府全体の観光施策と整合していること 
二 実施しようとする事業が合理的であること 

４ 第１項の事業実施計画を変更しようとするときは、大臣に提出しなければならない。この場合においては、前二
項の規定を準用する。 

 
（補助対象事業等） 
第５条 大臣は、補助対象事業に必要な経費のうち、補助金交付の対象として大臣が認める経費（以下この章におい
て「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内において補助対象事業者に対し補助金を交付する。 

２ 本章における補助対象事業、補助対象事業者並びに補助対象経費の区分及び補助率は、別表１に定めるものとす
る。 

 
（補助金の額） 
第６条 国が交付する補助金の額は、補助対象経費に別表１に定める補助率を乗じて得た額以内とする。 
 
（補助金交付申請） 
第７条 補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、速やかに様式第１による補助金交付申請書を、
大臣に提出しなければならない。 

 
（交付の決定及び通知） 
第８条 大臣は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは、審査の上、交付決定を行い、様式第２
による交付決定通知書を補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 大臣は、前項の通知に際して、必要な条件を附すことができる。 
 
（交付決定の変更等の申請） 
第９条 補助対象事業者は、次の各号に該当するときは、様式第３による交付決定変更申請書を大臣に提出し、その
承認を受けなければならない。 
一 補助対象事業の内容を変更しようとするとき。ただし、大臣が別に定める軽微な変更にあっては、この限りで
ない。 

二 別表１に掲げる補助対象経費の区分において配分された額を変更しようとするとき。ただし、変更を行う配分
額のいずれか低い額の１０％以内の流用増減の場合を除く。 

２ 前項第１号ただし書による軽微な変更を行ったときは、様式第４による変更届を大臣に届け出なければならない。 
３ 前項の規定は、第１項第２号ただし書の場合に準用する。 
 
（交付決定の変更及び通知） 
第１０条 大臣は、前条の規定による交付決定変更申請書の提出があったときは、審査の上、交付決定の変更を行い、
様式第５による交付決定変更通知書を補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 大臣は、前項の通知に際して、必要な条件を附すことができる。 
 
（申請の取下げ） 
第１１条 補助対象事業者は、補助金の交付の決定後、その交付の決定に係る申請の取下げをするときは、交付決定
の通知を受けた日から起算して３０日以内に、その旨を記載した書面を大臣に提出しなければならない。 

 
（状況報告） 
第１２条 補助対象事業者は、大臣の要求があった場合には、速やかに様式第６による状況報告書を大臣に提出しな
ければならない。 



 

6 
 

２ 補助対象事業者は、補助対象事業が補助対象事業年度内に完了しない見込みであるときは、状況報告書にその理
由を付して事業年度の３月１０日までに大臣に提出しなければならない。 

３ 補助対象事業者は、前項の補助対象事業の遂行状況について次事業年度第２四半期終了後、速やかに状況報告書
を大臣に提出しなければならない。 

 
（実績報告） 
第１３条 補助対象事業者は、補助対象事業が完了したときは、その日から１か月を経過した日又は翌年度の４月１
０日のいずれか早い日までに様式第７による完了実績報告書を大臣に提出しなければならない。ただし、補助対象
事業の全部が交付決定年度内に完了しないときには、翌年度４月３０日までに様式第８による終了実績報告書を大
臣に提出しなければならない。 

 
（補助金の額の確定等） 
第１４条 大臣は、前条本文の規定による完了実績報告書の提出を受けた場合であって、その報告に係る補助対象事
業の実施結果が補助金の交付の決定の内容及びこれに附した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の
額を確定し、様式第９により補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 大臣は、補助対象事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付さ
れているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。 

 
（補助金の支払い） 
第１５条 補助金は前条第１項の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものとする。ただし、必要
があると認められる経費については、概算払することができる。 

２ 補助対象事業者は、前項の規定により国から補助金の支払いを受けようとするときは、様式第１０による補助金
支払請求書を大臣に提出しなければならない。 

 
（事業の中止等） 
第１６条 補助対象事業者は、補助対象事業の中止、廃止又は譲渡を行おうとする場合は、その旨を記載した書面を
大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

 
（交付決定の取り消し） 
第１７条 大臣は、前条に定める補助対象事業の中止又は廃止の他、次の各号に掲げる場合には、第８条の交付決定
の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 
一 補助対象事業者が、法令、本要綱若しくは本要綱に基づく大臣の処分又は指示に違反した場合 
二 補助対象事業者が、補助金を補助対象事業以外の用途に使用した場合 
三 補助対象事業者が、補助対象事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為を行った場合 
四 前各号に掲げる場合のほか、交付決定後に生じた事情の変更等により、補助対象事業の全部又は一部を継続す
る必要がなくなった場合 

２ 大臣は、前項の規定による交付決定の取消しを行った場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金
が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 大臣は、第１項第１号から第３号までのいずれかに該当することにより、前項の返還を命ずる場合には、その命
令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて年利１０．９５％の割合で計算した加算金の納付を併
せ命ずるものとする。 

４ 第２項の補助金の返還期限は、補助金の交付決定の取消の通知の日から２０日以内とし、期限内に納付がない場
合は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、年利１０．９５％の割合で計算した延
滞金を徴するものとする。 

 
（補助金の整理） 
第１８条 補助対象事業者は、補助対象経費に係る補助金について収入及び支出に関する帳簿を備え、他の経理と区
分して補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助対象事業者は、前項の帳簿とともにその内容を証する書類を整理して、補助対象事業の完了する日の属する
年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 
（取得財産等の整理） 
第１９条 補助対象事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合には、取得財産等に関す
る特別の帳簿を備え、補助対象経費により取得した時期又は効用の増加した時期、所在場所及び価格を記載し、補
助対象経費により取得した財産の状況が明らかになるよう整理しなければならない。 

 
（帳簿等の保存） 
第２０条 補助対象事業者は、次の各号に掲げる帳簿等を、財産処分制限期間を経過する日までの間、保存しなけれ
ばならない。 
一 取得財産等の得喪に関する書類 
二 取得財産等の現状把握に必要な書類及び資料類 

 
（取得財産等の管理等） 
第２１条 補助対象事業者は、取得財産等について、補助対象事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもっ
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て管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 
 
（取得財産等の処分の制限） 
第２２条 補助対象事業者は、取得財産等について、財産処分制限期間を経過する日までの間、大臣の承認を受けな
いで補助金の交付の目的に反して処分をしてはならない。 

２ 補助対象事業者は、前項の処分をしようとするときは、あらかじめ様式第１１による財産処分承認申請書を提出
して大臣の承認を受けなければならない。 

３ 大臣は、前項の承認をしようとする場合において、交付した補助金のうち第１項の処分時から財産処分制限期間
が経過するまでの期間に相当する分を原則として返還させるとともに、さらに、当該処分により補助対象事業者に
利益が生じるときは、交付した補助金額の範囲内でその利益の全部又は一部を国に納付させることとする。 

 
（事業評価の実施） 
第２３条 FAST TRAVEL 推進支援事業による支援を受けた事業については、補助対象事業者自らによる事業の実施状
況の確認、評価（以下「自己評価」という。）を行い、当該自己評価の結果を、第１３条本文の規定による完了実績
報告書に添付して、それぞれ補助対象事業者から、交付申請書を提出した地方整備局、北海道開発局、地方運輸局、
神戸運輸監理部、地方航空局又は沖縄総合事務局（以下「国土交通省地方支分部局等」という。）に報告する。 

 
第２４条 FAST TRAVEL 推進支援事業による支援を受けた事業については、自己評価等を基に国土交通省地方支分部
局等が二次評価を行うこととする。 

２ 二次評価を実施する際には、当該評価の客観性・妥当性を担保するため、国土交通省地方支分部局等に各担当部
長等及び観光ビジョン推進地方ブロック戦略会議からなる評価委員会を設置することとし、当該委員会においては、
国土交通省地方支分部局等が作成した二次評価案について審議する。国土交通省地方支分部局等においては、その
結果を踏まえて評価を実施することとする。なお、二次評価案は訪日外国人旅行者数の推移、事業実施計画におけ
る施策の進捗状況等を記載するものとする。 

３ 国土交通省地方支分部局等は、補助対象事業者に対して二次評価結果を通知するとともに、必要に応じて、事業
計画の見直し等を求め、補助対象事業者では、当該二次評価結果を踏まえ、必要に応じて後続事業又は地域の取組
等に反映させる。 

 
第２５条 二次評価の結果を含む事業評価の結果について、補助金の交付を受けた会計年度の翌年度の５月末までに、
それぞれ国土交通省地方支分部局等から国土交通省へ提出することとする。 

 
第４章 インバウンド受入環境整備高度化事業 
 
（受入環境整備高度化計画の策定） 
第３０条 インバウンド受入環境整備高度化事業を実施しようとする市区町村、都道府県、観光地域づくり法人（Ｄ
ＭＯ）若しくはその候補として観光庁長官の登録を受けた法人若しくは民間事業者（以下「高度化計画策定者」と
いう。）は、単独で又は共同して、様式第１３で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した受入環境整備高
度化計画（以下「高度化計画」という。）を策定し、地方運輸局長等を経由して、観光庁長官に提出しなければな
らない。この場合において、市区町村以外の者が高度化計画を策定しようとするときは、あらかじめ様式第１３の
２により当該特定観光地に係る市区町村の同意を得なければならない。 
一 計画の名称 
二 計画の目標 
三 計画の期間 
四 計画の目標を達成するために必要な事業 
五 インバウンド受入環境整備高度化事業の効果の把握及び評価に関する事項 
六 その他必要な事項 

２ 観光庁長官は、前項の高度化計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定をするものとする。 
一 「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成28年３月30日策定）その他の観光に関する国の基本的な政策に適
合するものと認められること。 

二 高度化計画の対象区域における訪日外国人旅行者の周遊の促進及び消費の拡大に相当程度寄与するものである
と認められること。 

三 円滑かつ確実に実施されることが見込まれるものであること。 
３ 前項の認定をしたときは、様式第２７による高度化計画認定通知書を高度化計画策定者に通知するものとする。 
４ 高度化計画策定者は、前項の規定による認定を受けた高度化計画について次に掲げる事項の変更をしようとする
ときは、観光庁長官の認定を受けなければならない。 
一 高度化計画の廃止 
二 高度化計画の目標の変更 
三 高度化計画の期間の変更 
四 第１項第４号で記載された事業の新設又は廃止 
五 第１項第４号で記載された事業を実施する補助対象事業者の変更 
六 前項に掲げる基準の適合に係る事項の変更として観光庁長官が認める変更 

５ 第２項及び 3 項の規定は、第４項の変更の認定について準用する。 
 
（補助対象事業等） 
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第３１条 大臣は、補助対象事業に必要な経費のうち、補助金交付の対象として大臣が認める経費（以下この章にお
いて「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内において補助対象事業者に対し補助金を交付する。 

２ 本章における補助対象事業者、補助対象経費の区分及び補助率は、別表４及び別表５に定めるものとする。 
 
（補助金の額） 
第３２条 国が交付する補助金の額は、補助対象経費に別表４及び別表５に定める補助率を乗じて得た額以内とする。 
 
（契約等） 
第３３条 補助対象事業者は、補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、一般の競争に付さ

なければならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付することが困難又は不適当である場合は、指名競
争に付し、又は随意契約によることができる。 

２ 補助対象事業者は、補助事業の一部を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施しようとする場合は、実施に
関する契約を締結し、大臣に届け出なければならない。 

３ 補助対象事業者は、前２項の契約に当たり、契約の相手方に対し、補助事業の適正な遂行のため必要な調査に協
力を求めるための措置をとることとする。 

４ 補助事業者は、第１項又は第２項の契約（契約金額１００万円未満のものを除く）に当たり、国土交通省から補
助金交付等停止措置又は氏名停止措置が講じられている事業者を契約の相手方にとしてはならない。ただし、補助
事業の運営上、当該事業者でなければ補助事業の遂行が困難又は不適当である場合は、大臣の承認を受けて当該事
業者を契約の相手方とすることができる。 

５ 大臣は、補助対象事業者が前項本文の規定に違反して国土交通省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置
が講じられている事業者を契約の相手方としたことを知った場合は必要な措置を求めることができるものとし、補
助対象事業者は大臣から求めがあった場合はその求めに応じなければならない。 

６ 前５項までの規定は、補助事業の一部を第三者に請負わせ、又は委託し、若しくは共同して実施する体制が何重
であっても同様に取り扱うものとし、補助対象事業者は、必要な措置を講じるものとする。 

 
（債権譲渡の禁止） 
第３４条 補助対象事業者は、第８条第１項の規定に基づく交付決定によって生じる権利の全部又は一部を大臣の承

認を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、信用保証協会、資産の流動化に関する法律（平
成１０年法律第１０５号）第２条第３項に規定する特定目的会社又は中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令
第３５０号）第１条の３に規定する金融機関に対して債権を譲渡する場合にあっては、この限りでない。 

２ 大臣が第１４条第１項の規定に基づく確定を行った後、補助対象事業者が前項ただし書に基づいて債権の譲渡を
行い、補助対象事業者が大臣に対し、民法（明治２９年法律第８９号）４６７条又は動産及び債権の譲渡の対抗要
件に関する民法の特例等に関する法律（平成１０年法律第１０４号。以下「債権譲渡特例法」という。）第４条第
２項に規定する通知又は承諾の依頼を行う場合には、大臣は次の各号に掲げる事項を主張する権利を保留し又は次
の各号に掲げる異議をとどめるものとする。また、補助対象事業者から債権を譲りうけた者が大臣に対し、債権譲
渡特例法第４条第２項に規定する通知若しくは民法第４６７条又は債権譲渡特例法第４条第２項に規定する承諾の
依頼を行う場合についても同様とする。 
一 大臣は、補助対象事業者に対して有する請求債権については、譲渡対象債権金額と相殺し、又は、譲渡債権金 
額を軽減する権利を保留する。 

二 債権を譲り受けた者は、譲渡対象債権を前項ただし書に掲げる者以外への譲渡又はこれへの質権の設定その他
債権の帰属及び行使を害すべきことを行わないこと。 

三 大臣は、補助対象事業者による債権譲渡後も、補助対象事業者との協議のみにより、補助金の額その他の交付
決定の変更を行うことがあり、この場合、債権を譲り受けた者は異議を申し立てず、当該交付決定の内容の変更
により、譲渡対象債権の内容に影響が及ぶ場合の対応については、専ら補助対象事業者と債権を譲り受けた者の
間の協議により決定されなければならないこと。 

３ 第１項ただし書に基づいて補助対象事業者が第三者に債権の譲渡を行った場合においては、大臣が行う弁済の効
力は、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第４２条の２の規定に基づき、大臣が同令第１条第３号
に規定するセンター支出官に対して支出の決定の通知を行ったときに生ずるものとする。 

 
（準用規定） 
第３５条 第４条及び第７条から第２５条までの規定は、第３０条第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）
の規定により認定された高度化計画に基づき実施されるインバウンド受入環境整備高度化事業について準用する。
この場合において、第４条第２項第２号中「観光の見込み、新たな交通網の形成等」とあるのは「観光の見込み」
と、第９条第１項第２号中「別表１」とあるのは「別表４及び別表５」と読み替えるものとする。 

 

附  則 

この要綱は、令和７年度予算から施行する。 
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別表４（第３１条第２項関係） 
インバウンド受入環境整備高度化事業（補助対象事業者等） 

補助対象事業 補助対象事業者 補助対象経費の区分 補助率 

賑わい環
境の創出 

ナイトタイムエコノ
ミーの環境整備 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

ナイトタイムエコノミー
の環境整備に要する経費 

１／２ 

イベント開催等によ
り賑わい拠点となる
屋外広場の整備 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

イベント開催等により賑
わい拠点となる屋外広場
の整備等に要する経費 

１／２ 

廃屋撤去 地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

廃屋撤去に要する経費 １／２ 

新たなニ
ーズへの
対応・新
技術の活
用 

ワーケーション環境
の整備 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

ワーケーション環境の整
備に要する経費 

１／２ 

ICT を活用したゴミ
箱の整備 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

ICTを活用したゴミ箱の整
備に要する経費 

１／２ 

多様な移動手段の整
備 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

多様な移動手段の整備に
要する経費 

１／２ 

飲食店、観光案内所
等を対象としたロボ
ット等の導入 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

ロボット等導入に要する
経費 

１／２ 

ストレス
フリー・
快適な旅
行環境の
整備 

多言語案内の整備 地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

多言語案内の整備に要す
る経費 

１／２ 

観光スポットの掲示
物等の多言語化整備 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

観光スポットの掲示物・Ｈ
Ｐ等の多言語化に要する
経費 

１／２ 

無料公衆無線ＬＡＮ
環境の整備 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

無料公衆無線ＬＡＮの整
備における設備等の購入・
設置に要する経費 

１／２ 

飲食店、小売店等も
含めた地域における
多言語対応、先進的
決済環境の整備 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

多言語対応、先進的な決済
環境の整備及び多様な宗
教・生活習慣への対応力の
強化に要する経費 

１／２ 

トイレの高機能化及
び洋式便器の整備 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

トイレの高機能化及び洋
式便器の整備に要する経
費 

１／２ 

手ぶら観光カウンタ
ーの機能向上 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

手ぶら観光カウンター（国
土交通省が手ぶら観光共
通ロゴマーク掲出の認定
をした、又は認定する見込
みがあるものに限る。以下
同じ。）の整備に要する経
費 

１／２ 

ユニバー
サル対応 

段差の解消 地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

観光スポットにおける段
差の解消に要する経費 

１／２ 

子供連れ環境の整備 地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

子供連れ環境に資する設
備の整備に要する経費 

１／２ 

近距離移動支援モビ
リティの整備 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

近距離移動支援モビリテ
ィの整備に要する経費 

１／２ 

拠点機能
の整備・
改良 
 

外国人観光案内所の
整備・改良 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

外国人観光案内所（日本政
府観光局が認定をした又
は認定する見込みがある
ものに限る。以下同じ。）
の整備に要する経費 

１／２ 

観光スポット情報・ 地方公共団体、観光地域づくり法人 観光スポット情報・交流施 １／２ 
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交流施設の整備・改
良 

（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

設（特定観光地における観
光スポットに関する情報
提供や、観光スポットに関
連した交流機会の提供を
目的とした施設であるこ
と。以下同じ。）の整備に
要する経費 

EV 急速充電器の整備 地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

EV 急速充電器の整備に要
する経費 

１／２ 

既存おもてなし観光
施設（トイレ施設を
含む）における魅力
度向上のための整備 

地方公共団体、観光地域づくり法人
（ＤＭＯ）その他の高度化計画に記
載された事業を実施する者 

既存観光施設の改修に要
する経費 

１／２ 

（注） 
１．補助対象経費には、土地の取得に要する費用を除く。 
２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入れ控除の対象となる消費税相当分について
は、補助対象としないものとする。 

また、補助対象経費に係る消費税のうち、一部又は全部について仕入控除ができない場合は、その旨を記した理
由書を申請書に添付し、補助対象経費に係る消費税相当額も 補助対象とするものとする。上記により消費税相当額
を含めて補助対象経費とした場合は、様式第１２に当該補助対象事業完了年度の消費税の確定申告書等を添付して
提出するものとする。 

３．国による固有の補助金等の給付を既に受けている、受けることが確定している、又は交付対象となる可能性があ
る場合には、原則として補助金の対象にはならない。 

４．廃屋撤去に係る費用については、一補助事業あたり補助上限５，０００万円とする。 
 
別表５（第３１条第２項関係） 
インバウンド受入環境整備高度化事業（一定条件下での補助率加算制度） 

項目 必要な要件 補助率 
の加算 

持続可能な観光計
画等の有無 

ＪＳＴＳ－Ｄに基づく持続可能な観光計画等を策定している地方公共団
体又はＤＭＯが実施する事業である場合 
（事業者が実施する事業については、整備予定地点が当該観光計画等に記
載される観光区域である場合） 

＋１／２０ 

補助事業者の財政
規模について、右記
の指数が一定の割
合である場合 

（ア）地方公共団体の場合＝財政力指数が０．５以下 
※ 財政力指数＝地方交付税法（昭和 25 年法律第 211 号）第 14 条及び第
21 条の規定により算定した基準財政収入額を同法第 11 条及び第 21 条
の規定により算定した基準財政需要額で除して得た数値の過去 3年間の
平均値 

＋１／１０ 

（イ）地方公共団体以外の場合＝事業規模指数が０．１以上 
※ 事業規模指数＝補助対象となる総事業費／補助事業者の財政規模 
※ 当該補助事業者の財政規模 
１）団体の場合＝当該事業を実施する日の属する会計年度の前々年度以前
３会計年度の平均収入額（実績がない場合は当該年度の収入見込額） 

２）個人の場合＝前年分の収入額 

＋１／１０ 

他事業との連携 当該年度に、他の国際観光旅客税を充当する事業と連携して実施すること
を計画している事業である場合 

＋１／２０ 

（注） 
１．補助率は最大２／３とする。 
２．対象となる補助メニューは多言語案内の整備、観光スポット等の掲示物の多言語化整備、無料公衆無線 LAN 環境
の整備、飲食店、小売店等も含めた地域における多言語対応、先進的決済環境の整備、トイレの高機能化及び洋式
便器の整備のみとする。 


